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特集 2／永続地帯ワークショップ
永続地帯研究の最新成果と政策提言
千葉大学大学院人文社会科学研究科教授
倉阪　秀史
　「永続地帯研究」は、全国の市町村ごとの再生可能エネルギー供給量と地域
的エネルギー需要（民生用と農林水産業用エネルギー需要）を推計し、比較す
る研究である。千葉大学倉阪研究室と NPO法人環境エネルギー政策研究所の
共同研究として、2005年度から進められ、2007年に電力について研究結果が
最初に公表された。以来、推計対象を広げながら毎年研究成果が公表されている。
　千葉大学公共研究センターでは、2012年版の集計結果の速報版の公表を直
前に控えた 2012年 10月 13日に、東京・田町のキャンパスイノベーションセ
ンターにおいて「永続地帯ワークショップ」を開催し、速報版の内容を説明す
るとともに、会場を交えて、政策提言を検討した。本特集はその模様を収録し
たものである。
１．イントロダクション（千葉大学　倉阪秀史）
　みなさんお越しいただきありがとうございます、千葉大学の倉阪です。今
日の全体の流れですが、永続地帯の最新版として 2012年 10月 15日に記者発
表する予定の原稿をお配りしています。これをもとに現状の話をし、その後ど
のような政策提言をするべきか、ということをやっていきたいと考えています。
政策提言の資料（85～ 86ページ参照）は昨年の同時期に提言した内容を配布
しています。少し古い内容で、既に実現したものもあります。これを元にみな
さんの意見をお聞きしながら新しいバージョンにしていきたいと考えています。
CW3_AZ314D07.indd   60 2013/03/22   9:38:26
プロセスシアンプロセスマゼンタプロセスイエロープロセスブラック
千葉大学　公共研究　第９巻第１号（2013 年３月）
61
1-1　プロジェクト概要と永続地帯コンセプト
　永続地帯についてはその区域で得られる再生可能エネルギーと食糧によって、
その区域におけるエネルギー量と食糧需要を賄うことができる区域と定義して
います。実際に自給自足をしていなくとも計算上、生産量が消費量・需要量を
上回っていればよいという扱いです。その中で今回試算したのがエネルギー永
続地帯というものです。これはその区域における再生可能エネルギーのみに
よって、その区域の地域的エネルギー需要を賄うことができる区域と定義して
います。この場合、民生用エネルギー需要と農林水産業用エネルギー需要を
取り上げて、地域的エネルギー需要としています。除外したものは工業生産用、
つまり第二次産業に当たるものです。産業の中でも第一次産業である農林水産
業用は入っています。それから第三次産業は民生用の中で業務のエネルギー需
要は全て入っています。したがって第三次産業も全てカバーしていると考えて
いただいて結構です。カバーされていないものは第二次産業である工業生産用
です。それから発電用のエネルギー需要です。例えば原子力発電所を維持する
にも電力が必要ということです。そのような発電所で使う電力については入っ
ていません。もうひとつ入っていないものが輸送用のエネルギー需要です。輸
送用のエネルギー需要は地域的エネルギー需要に入れるべきものだとは思いま
すが、技術的に市町村レベルで把握するのは難しいということで入れていませ
ん。他には、この民生用のエネルギー需要と農林水産業用エネルギー需要であ
れば再生可能エネルギーでかなりの部分を賄うことができるだろうという考え
方もあると思います。工業生産のように高温高圧状態を作り出さないといけな
いようなものではなく、農林水産業では、暖房や冷房を用いて温度をコントロー
ルするレベルで十分であり、再生可能エネルギーでかなりの部分の農林水産業
用のエネルギー需要と民生用のエネルギー需要が賄えるのではないかという考
え方もあります。
　さらにこれを地方自治体がコントロールできるかどうかという視点もありま
す。永続地帯のコンセプトについては自治体の政策指標として使ってもらいた
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いという思いがあります。工業生産用や原子力発電のような大きな発電の場合
は、国策としてやっている部分が大きいです。したがってその部分を除外して
指標を作るということは、地方自治体がコントロールできるかという観点から
も正当化されると考えています。食糧自給地帯は 10月段階では試算していま
せん。例年 12月末にエネルギー永続地帯の市町村を対象として、食糧自給率
試算をしてマッチングさせることをしています。2012年版は全ての自治体に
ついて食糧自給率を試算する方向で作業を進めています。
1-2　永続地帯研究
　この研究については、2005年から千葉大学の公共研究センターと私の研究
室と NPO法人環境エネルギー政策研究所が共同研究というかたちで進めてい
ます。これまでの最新版は 2011年 12月の永続地帯 2011年版の報告書ですが、
2012年 10月 15日にこの速報版を出してアップデートしようということです。
持続可能な社会と言っても、特にエネルギーと食糧をその区域で供給すること
ができるという観点から持続性が確保された区域が「見える化」される。これ
によって世の中が変わらないだろうか、という発想で始めました。このことに
よって、「先進性」に関する認識を変える可能性があると思います。人口が少
なくエネルギー消費量が少ない自治体は、少しがんばって再生可能エネルギー
を導入できれば、永続地帯になり得るということです。自然が豊かで人口が少
ない区域の方が、より永続地帯に近い存在になるということで、持続可能性と
いう観点では都会よりも田舎の方が先進的になる。同様にこれを国際展開でき
れば、途上国といわれていたところが実は、持続可能性というものさしで考え
ると先進的になる、アメリカがいちばん遅れているということにもなりかねな
い。それは面白いのではないか。このような判断基準で動いています。
　この指標は脱・化石燃料時代への道筋を明らかにすることにつながります。
現在、一次エネルギー投入の 8割くらいを化石燃料に依存しています。この状
態から、いきなり再生可能エネルギー基盤にはなりません。どこかに中間段階
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があるはずです。その中間段階では都会の方はまだ化石燃料がないとやってい
けないけれども、田舎といわれていたところから、再生可能エネルギー基盤に
代わっていくでしょう。そのようなものが色塗りされて、どんどん広がってい
き最終的には日本の国土が再生可能エネルギー基盤の地域に覆われていく、と
いうイメージです。その転換の具体的な道筋が明らかになるのではないかと考
え、この指標を作っています。そして、この指標を地方自治体の政策指標とし
て採用してもらえないだろうかと考えています。先ほども言いましたようにこ
の試算に関しましては、NPO法人環境エネルギー政策研究所と一緒に行って
います。永続地帯研究会という研究会を作っていまして、月に一度研究会を開
きこの試算をしています。今日は、メインメンバーである環境エネルギー政策
研究所の松原さんに試算方法についてのお話をいただき、結果についてはまた
私の方からお話したいと思います。
２． エネルギー永続地帯の試算方法について（NPO法人環境エネルギー
政策研究所　松原弘直）
　みなさんこんにちは、環境エネルギー政策研究所の松原です。2005年から
ということで、ずいぶん経ってしまったという感じですが、ずっと永続地帯の
試算を私の方では主に集計作業を担当しています。最初に倉阪先生からこのア
イディアを聞いたときは、どのようにやったら良いか、かなり試行錯誤をしな
がらスタートしましたが、だんだんこのようなデータも入れた方が良いのでは
ないか、ということで今はいろいろなデータを入れるようにしています。ただ、
入れれば入れるほど内容が複雑になってきてしまっていますので、今後どのよ
うに整理したらいいかを今日みなさんとディスカッションできればいいと考え
ています。今年のバージョンの試算方法について、私のほうからこれからお話
ししたいと思います。まず区域は市区町村単位にしています。区の扱いについ
ては試行錯誤がありまして、従来は横浜市のような政令指定都市の区も分けて
いました。しかし、よく考えると東京都の区は基礎自治体で区長さんも公選さ
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れていますが、その他の政令指定都市はそうではなくあくまでも市で行政が行
われています。区は便宜上分かれているというようなかたちなので、基本的に
は政令指定都市に関しては市単位にしようということで今年から戻しています。
　エネルギー需要の出し方は先ほど倉阪先生からお話がありました通り、民生
部門、これは家庭と業務がありますが、それと農林水産部門のエネルギー需要
を対象にしています。エネルギー需要の形態としては電力と熱、油性燃料は含
まないということで電力を対象にしています。エネルギー需要をどのように出
しているかということは、後で詳しく説明します。
2-1　電力と熱の供給試算
　供給側としては電力と熱、それぞれ試算しています。どのタイミングで区切
るかは毎年決めていまして、2012年版に関しては 2011年 3月末（2010年度末）
をひとつの区切りとしてその時点での設備の導入量、あるいは 2010年度 1年
間の発電量などを対象にしています。
　電力側の主な対象としては太陽光、風力、地熱、小水力などがありまして、
これは初めから今までずっと試算していますが、水力に関しましては出力が
10,000kW以下の水路式または RPS対象設備に限定しています。バイオマス
発電、これはなかなか難しいのですが、RPS設備の一覧がありましていわゆ
る新エネルギーの対象でありましたが、これを全てリストアップしますとほと
んど 8割から 9割が私たちの出す廃棄物を使ったごみ発電です。これについ
ては入れる・入れないの議論はありますが、これは永続地帯では入れないでお
こうということで、いわゆるごみ発電は原則入れないことにしています。バイ
オマス比率がある一定以上であることや、バイオマスを使っていても石炭鉱床
などは対象にしない等の細かい仕分けをしています。
　熱に関しましても、バイオマスの熱に関しては去年の報告書の方から新しく
入れたのですが、バイオマスは熱利用としては当然昔からあり、これは永続地
帯になるべく入れようとしてきましたが、去年（2011年）辺りからなんとか
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入れられるようになりました。ただ、これは統計情報がきちんと整備されてい
ませんので、試行錯誤でいろいろなデータをかき集めてきて今回なんとか入れ
てみたというところですので、内容的には今後いろいろと精査しなければいけ
ないものに入ると思います。現状では、基本的には木質バイオマスを対象にし
ています。それから従来から入れている太陽熱、これは一般家庭用と業務用で
す。それから地熱も悩ましいところがありまして、ひとつは温泉熱、これは非
公表で環境省が調査しているデータを使った温泉熱の推計。それからもうひと
つが地中熱と呼ばれる熱の利用の集計をしています。詳しくは後でご説明しま
す。
2-2　電力と熱の需要試算
　需要の推計方法は、かなり細かく書いていますが、まず電力、熱もそうです
が、このような地域別のエネルギー需要の推計データはあまり選択肢がないと
いうか、あまり公表されているものがありません。国全体では『エネルギー白
書』などいろいろな統計で出ていますが、このような地域別のものはなかなか
なく、その中で資源エネルギー庁が監修して公表している『都道府県別エネル
ギー消費統計』が毎年度発表されていまして、これを使っています。これがあ
る意味唯一の都道府県別のデータではないかと考えています。これにより、都
道府県別は電力も熱も分かるのですが、それをさらに市町村別に分けるという
のはかなりいろいろ推計や仮定をしないとできません。基本的には家庭用につ
いては市町村別の世帯数で按分することにしています。業務用、これは議論が
あると思いますが、従業員数、経済センサス基礎調査という統計データがあり、
これで従業員数が市町村別で分かっていますので、それで按分しています。電
力に関しては最終的に熱に換算し、単位をジュールに揃えています。このとき
電力を熱に換算するときの係数として、よくあるのは 3.6という係数がありま
すがそれではなく、いわゆる一次エネルギー換算と呼ばれる 9.76という換算
係数を用いています。なぜかというと、電力を使った際に、もともと必要な化
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石燃料のエネルギーは一次エネルギー換算で求める方が望ましいだろうという
ことで、このような換算方法をしています。熱利用に関しては、家庭用と業務
用ですが、基本的にはみなさんご承知のように灯油や都市ガス、あるいは業務
用では重油などを全て集めて、先ほどの『都道府県別エネルギー消費統計』か
ら持ってきて使っています。市町村別の按分は先ほど言いました電力と同じや
り方ですが、ガスにつきましては悩ましいところがありまして、普通都会に住
んでいますと都市ガスですが、少し田舎に行きますとプロパンガスを使ってい
ましてガスの種類が違います。それをどのように分けようかということで、分
け方がいろいろあると思います。人口が集中している地域はおそらく都市ガス
を使っているだろうという想定の下に、人口集中区域の統計情報がありました
のでそこで按分しています。
2-3　住宅用太陽光発電
　住宅用太陽光発電に関しては、初めはシンプルにスタートしましたが年々複
雑になっていきました。もともとのスタートは、新エネルギー財団が事務局を
していた、太陽光発電住宅への補助金のデータで、2005年度までは市町村別
のデータがありました。まずはこれを利用してスタートしました。これを使え
ばデータが揃っていて楽だと思っていましたら、そのうち公開されなくなった
り、あるいは補助金自体が途中の 2006年辺りで打ち切りになってしまったり
したので当然結果も公開されなくなりました。その後都道府県別の導入状況の
発表を引き続き新エネルギー財団が続けていましたので、都道府県別は使える
ということでこれを使っていました。では市町村別の按分はどうするか、先ほ
ど需要の方でやりました世帯数を按分するというのがひとつのやり方です。そ
れも考えましたが、それは採用せず前年度導入された量で按分しました。少し
分かりづらいですが、前年度導入されたところは今年度も導入される確率が高
い、前年度導入されなかったところはあまり導入が進まない地域なので、そこ
は今年度、導入されないだろうと考えました。ですから、昨年度の導入量で按
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分するというやり方を採用しています。
　しばらくそれで続けていましたが、住宅の補助制度が再開されました。それ
が 2009年度くらいからです。そして、データの公表も再開しました。これは
太陽光発電協会（JPEA）の下の J-PEC（太陽光発電普及拡大センター）が事
務局をしており、どこで補助金が交付されたかが発表されています。これは全
て住宅用の太陽光発電です。そのデータが都道府県別で発表されましたのでそ
れを使い集計しますと、全て足し合わせてもなぜか少ない。太陽光発電協会自
体が日本全体のパネルの出荷量を発表していますが、それと照らし合わせても
どうも少ない。なぜ少ないのか問い合わせてみましたがよく分からない。とり
あえず全国の出荷量に全体の数量を合わせようということで補助金のデータを
集計しますが、それに全国の出荷データを調整するということもしています。
2009年度からそのように複雑な状況になってきましたが、今年発表するのは
2010年度のデータです。2010年度はいろいろな要素が絡み合っていまして、
さらに複雑な様相を呈しています。
　ひとつは、2010年度から太陽光の余剰買取が開始され、これは電力会社ご
とに住宅の太陽光電気を特定太陽光ということで買取をしています。ただ、電
力会社はそのデータを持っているだろうということで、電力会社に情報公開請
求をしまして、公開していただくようにお願いしました。中部電力だけは市町
村別の導入設備量や余剰電力買取量などをきちんと出してくれました。ところ
が東京電力や関西電力は全く音沙汰なし。中国電力と九州電力は県別の導入量
は出してくれました。沖縄電力も出してくれました。本来電力会社は全てのデー
タを持っているはずですが、おそらく今忙しいので出してもらえなかったのだ
ろうと好意的に解釈しています。そのような状況で今年から始めましたので今
後はもう少し出してもらえるようにプッシュの仕方も変えた方がいいかもしれ
ません。そのようなデータも参考にするようになり、まだ比較を厳密にしてい
ませんが、少し比較をしますと今までのやり方で市町村別にやったデータと今
回開示してもらったデータが意外と一致している。結構違う市町村もあります
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が、意外と一致している市町村もありましたので按分の仕方がそんなに間違っ
ていなかったと考えています。昨年 3月 11日に東日本大震災があり、そのと
きに住宅がかなり損壊している地域がありますので、住宅の損壊率を使い、補
正をしています。
2-4　事業用太陽光発電
　事業用太陽光発電は、従来補助金交付一覧が毎年公開されていますので、そ
れを積み上げてやってきました。最近は新エネルギー導入促進協議会（NEPC）
が、業務用太陽光の補助金を出していますので、その交付一覧を使おうという
ことでやりましたが、公開されている情報の中に設置している市町村の情報が
ありませんでした。市町村の開示をして下さいと個別の開示請求をして、それ
を使っています。これで設備容量が分かってきますが、発電量に関しましては、
都道府県別の日照時間や全国平均で、設備利用率のようなものをある程度想定
し、発電量を推計しています。
2-5　風力発電
　風力発電については、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が
かなり細かい年度ごとの導入実績を一覧で発表していますので、基本的にこれ
を使っています。問題は発電量です。風力発電の発電量は基本的には公開され
ていません。一部公開しているのは自治体の風車など限定されたものだけが自
主的に公開されていますが、これをどうしようかと。民間の風力発電事業者
にアンケート調査で配ったとしても、おそらく回答はほとんど来ないでしょう。
といいますのは、風力発電の発電量は各風力発電会社にしてみれば本当の営業
情報で核心的な部分です。これが分かると会社の営業実績が分かってしまうと
いうかなりセンシティブな情報ですので、なかなか個別には開示しません。実
はデータはあるところにはありまして、ほとんどの風力発電設備は RPS法の
対象になっていまして、資源エネルギー庁は全ての発電事業者の買取発電量を
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把握しています。ただこれは開示できないです。個別には開示できなくても市
町村別や都道府県別の開示はおそらく可能ですので、今後はそのような開示請
求をしていくべきかと考えています。
　今の時点では公開情報があまりにも乏しいので発電量を推計しています。各
地域の風況を新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の風況マップ
から出し、そこから設備利用率を計算しています。地熱発電についてですが、
実は地熱発電が唯一、発電量がきちんと公開されている分野です。原子力が入っ
ているのが微妙ですが、火力原子力発電技術協会が毎年発表しているレポート
がありまして、この中に各地熱発電設備の発電量がきちんと公開されています。
素晴らしいことだと思います。現在は、それを使っています。
2-6　小水力発電
　小水力発電も苦労しています。もともと水力発電の一覧がありそうでないと
いうことで、電力土木技術協会が公開している水力発電データベースを使って
います。ただ、公開されてはいますが一覧ではなく、条件を入れて検索すると
データが出てくるというかたちのため、検索作業を自動化し、データをダウン
ロードしてそれを使って一覧を作ります。あとは RPSの対象設備は発表され
ていますので、それを使います（1000kw未満）。10000kw以下のところは先
ほどのデータベースを使い、毎年設備一覧を作っています。発電量は公開され
ているところが非常に少ないので、基本的には推計しています。設備利用率は
資源エネルギー庁が発表している全国平均の設備利用率や RPSの設備利用率
が計算できますので、それを使って計算しています。
　2-7　バイオマス発電
　バイオマス発電はもともと RPSの設備を対象に、その中でバイオマス比率
が確実でごみ発電を除くことで集計しています。それでは抜けているものがあ
る、実はバイオマス発電の中でも RPSはいわゆる媒介をしている設備ですが、
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媒介をしていない設備もあることに最近気がつきまして、生産工場の中などで、
自分で使っているところもあります。それらをきちんと入れていこうというこ
とで新エネルギ ・ー産業技術総合開発機構（NEDO）の『バイオマスエネルギー
導入ガイドブック』や別の情報源も昨年から取り入れるようにしています。あ
とはコジェネレーション、発電もやって熱も利用しているところも結構ありま
して、それも入れていこうということで今年度は拡充しています。ただ、これ
はまだきちんとした最終形計にはなっていないと思っていまして、どうもデー
タの整備がきちんとできていないと思っています。この業界団体でもう少し系
統立って整備されているデータベースがあるといいと思います。今のところそ
のようにデータの寄せ集めでやっています。あと、発電量は当然公開されてい
ませんので、設備利用率や所内消費電力を仮定して一律で出しています。以上
が電力です、電力についてはこのようにやってきています。
2-8　太陽熱利用
　太陽熱もいろいろと工夫してやっていますが、そもそも最初のデータとして
は「全国消費実態調査の主要耐久消費財結果表」という総務省統計局が整備し
ているデータがあります。これは何かといいますと、いろいろな耐久消費財、
テレビなどもそうですが、大型のものが家庭にどのくらい普及しているかとい
う調査があります。これは 5年に 1回行われていまして、平成 16年に行われ
ていましたのでそこから持ってきました。そこには市町村別に世帯あたりどの
くらい普及していますというデータがあります。それをまず使い、初めのデー
タを作りました。これが 2005年くらいです。その後毎年の導入量に関しては
ソーラーシステム振興協会が都道府県別に導入量を発表しているので、それを
毎年足していきます。
　ただ、これも都道府県別にしか発表されていませんので、前年度導入量で按
分しています。平成 21年にまた主要耐久消費財調査が行われまして、これで
また補正しなくてはいけませんでした。新たに 5年ごとの統計データがあり
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ますので、それでもう一度見直して比べています。ですからこれは今まで積み
上げたものと、2011年時点の市町村別のデータが出てきましたからそれと比
較して、合っているところと合っていないところがあったと思っています。以
上が家庭用の太陽熱です。業務用は先ほどありましたように、事業補助が結構
ありますので、そのデータを積み重ねています。
2-9　地中熱利用・温泉熱利用
　地中熱については新エネルギー財団が 2005年に調査したデータがあり、今
のところそれを使っています。本来ならここから毎年更新しなければいけませ
んが、更新データの入手ができていません。新エネルギー財団もこの調査につ
いては継続していません。地中熱の業界団体の方とお話しているのは、最近ど
こにどれだけ設備が入ったかというデータを、地中熱利用促進協会が整備して
いるようです。そこから新規導入されたものに関して集計できないかと考えて
います。また、設備量はわかりましたが、利用している熱量に関してどのよう
に計算したらいいか、現在相談をしているところで、今年実現できるかどうか
分かりませんが、その辺の検討をしています。
　温泉熱については環境省が非公開のデータですが毎年調査を行っており、源
泉ごとにどのくらいの温度でどのくらいの流量があるのかということを調べて
います。これはかなり詳細なデータですが、公開はされていません。そのデー
タを基にそれだけの温泉が出ているのであれば、それが地域ごとにどれくらい
熱として使われているかを推計しまして、考え方としましては、もし温泉がな
かったらそのお風呂は化石燃料を使って沸かさなくてはいけなかったという想
定でどれだけの熱が使われているかを推計しています。
　2-10　バイオマス熱利用
　バイオマス熱利用は新しい分野で今苦労してやっていますが、まずバイオマ
スの熱をどのようなところで使っているか設備のリストを、新エネルギー・産
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業技術総合開発機構（NEDO）のガイドブックで集めまして、それに加え他
のデータベースも一部使っていますが、いったん一覧を作っています。その各
設備はどれだけの熱を使っているのかをどのくらいで推計するかが問題となっ
ています。これはかなりいろいろなデータがあります。例えば「バイオマスの
ボイラーが時間当たりこれだけの処理量があります」、「これだけの木を燃やし
ています」という量があったり、それから蒸気の発生量があったり、それから
バイオマス全般の処理量があったりと、いろいろなデータがばらばらとありま
す。これはある意味仮定ですが、それぞれのデータに応じてこのデータであれ
ばこのように年間の熱量を集計しようというかたちで計算しています。ただ、
これはまだ始めたばかりですので試行錯誤の段階ですのでみなさんのご意見も
いただければと考えています。以上が推計方法となります。
３．データ集計に関する補足と今年度の試算結果（千葉大学　倉阪秀史）
　以上お聞きいただきましたように、かなり煩雑な状況になっています。本当
はもう少しデータベース化した方がいいのですが、それぞれに大きなワーク
シートで管理しています。例えば温泉熱は 7000くらいのデータ列があります。
そのようなものを全て集めて、集計しているのが現在の状況です。その結果、
全ての市町村のデータは出来上がっています。ただ、お聞きいただきましたよ
うにかなり制約のあるものです。特に太陽光発電、あるいは太陽熱給湯器、そ
れから地中熱、さらにバイオマスの熱などについてはもう少し精度を上げてい
かなければいけないだろうということです。バイオマスの熱の中でペレットス
トーブのようなものはカバーできていません。大きなプラントのあるところに
ついてカバーするかたちでやっているところです。そういった現状ですが、一
応各年度で比較できるようなかたちを目指し、今回も昨年度と今年度は少なく
とも速報版で比較できるようにするために、同じようなかたちで推計していき
ました。速報版の推計にあたっては、昨年版の見直しも一緒にやっているとい
うことです。
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3-1　再生可能エネルギー全体の供給
　それでは、今年度の結果についてご報告します。
　まず、再生可能エネルギーの全体の供給量は 2010年度に 4.1％増加したと
いう状況になっています（表 1）。特に太陽光発電はこの期間に 42％増加して
います。なぜ太陽光発電が増加しているかというと、2009年 11月に家庭用
太陽光パネルの余剰電力買取制度が導入されましたので、これの効果が続いて
います。2009年度には太陽光発電が 36％増加していました。そういったこと
が続いているということだと思います。全体で見ますと、太陽光発電が伸びた
1 編集注：本データについて、ワークショップの際は速報版の値を紹介していたが、
2012年 12月に確報版が公表されたためそちらの値を掲載する。本文中で紹介する
データも同様である。
（注） 速報版（2012年 10月 15日公表）と確報版（2012年 12月 28日公表）の違い。事業
用太陽光の運転開始年度の再確認を行いました。また、太陽熱給湯器について、震災
による損壊率をかけて設備量を減少させました。
（出典） 千葉大学倉阪研究室・認定 NPO法人環境エネルギー政策研究所（2012）『永続地帯
2012年版報告書』より。以下の表も同じ。
表 1　再生可能エネルギー供給の推移（全国）1
2010.3 2011.3（確報版）
総量
（TJ）
電力のみ
比率
全体
比率
伸び率
総量
（TJ)
電力のみ
比率
全体
比率
伸び率
太陽光発電 26467 11.0% 8.7% 136.1% 37559 14.6% 11.8% 141.9%
風力発電 44631 18.5% 14.6% 116.5% 50419 19.6% 15.8% 113.0%
地熱発電 25689 10.7% 8.4% 105.4% 23154 9.0% 7.3% 90.1%
小水力発電 132056 54.9% 43.2% 100.0% 132416 51.6% 41.6% 100.3%
バイオマス発電 11847 4.9% 3.9% 146.4% 13312 5.2% 4.2% 112.4%
再生エネ発電計 240690 100.0% 78.7% 108.3% 256861 100.0% 80.7% 106.7%
太陽熱利用 29641 9.7% 79.9% 27375 8.6% 92.4%
地熱利用 26507 8.7% 93.9% 24851 7.8% 93.8%
バイオマス熱利用 8891 2.9% 9300 2.9% 104.6%
再生エネ熱利用計 65039 21.3% 98.9% 61527 19.3% 94.6%
総計 305729 100.0% 106.1% 318387 100.0% 104.1%
民生用＋農林水産業用エネ
ルギー需要に対する比率
3.52% 3.54%
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結果、初めて太陽熱給湯器によるエネルギー供給よりも太陽光発電のエネル
ギー供給が逆転したということです。これまでも太陽熱利用はほぼ増えていな
いのですが、供給量はかなりあったものです。今回初めて逆転しました。
　一方で地熱発電が 1割減っています。これは先ほどお話したように正確な
数字です。事故などによる設備利用率の低下が原因です。さらに地熱利用も
減っています。ここはかなり都道府県にも聞いて精度を上げて作ったつもりで
はあるのですが、集計していると実は温泉が消えていっているところはありま
す。そのようなこともひとつの原因かもしれません。
　全体の比率、これは次に書いてあると思います。再生可能エネルギー電力、
電力の方は 6.7％増加です。再生可能エネルギーの熱利用の方は逆に減ってい
るということになります。バオマスの熱利用は増えていますが、全体として見
ると減っているということです。再生可能エネルギー電力は先ほど申し上げま
したように地熱発電量は 1割減っているのですが、それをカバーするだけ太
陽光発電が増えたということです。
3-2　100％エネルギー永続地帯
　100％エネルギー永続地帯、計算上域内の地域的エネルギー需要を上回る量
の再生可能エネルギーを生み出している市町村の数が減りました。2ヶ所減少
して 52市町村になっています（表 2）。なぜかということをいろいろと比較し
てみますと、ひとつにエネルギー需要量が増えているということがあります。
リーマンショックからの立ち上がりの時期だろうかと思います。日本全体でも
3.7％増えています。人口は 2005年から減少に入っているわけですが、全体
として見るとエネルギー消費量は増えているということです。
　それと、地熱発電量の減少がこのエネルギー永続地帯になっている市町村を
直撃したところがあります。八幡平などは地熱発電所の供給量が事故により
減っているので落ちてしまいました。自給率が 100％を超えているところの数
ということで 52ということで、八幡平がかなり減らしたことになります。そ
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れから高知の津野が滑り落ちています。これはエネルギー需要が増えたこと
に起因すると思います。また、ジャンプアップしているところがあります。ぎ
りぎり 100％を超えませんでしたが、福島県田村市が 2010年 3月では 8.7％
だったものが 96％くらいまで増えてきています。ユーラスエナジーがウィン
rank 都道府県 市区町村
自給率
2011.3
rank 都道府県 市区町村
自給率
2011.3
1 大分県 玖珠郡九重町 1136.36% 27 愛媛県 西宇和郡伊方町 165.35%
2 長野県 下伊那郡平谷村 951.63% 28 福島県 南会津郡下郷町 160.87%
3 長野県 下伊那郡大鹿村 917.95% 29 長野県 下伊那郡阿南町 159.09%
4 福島県 河沼郡柳津町 818.53% 30 長野県 下伊那郡阿智村 156.73%
5 熊本県 球磨郡水上村 787.52% 31 山形県 西村山郡西川町 155.04%
6 青森県 下北郡東通村 554.16% 32 北海道 磯谷郡蘭越町 152.31%
7 徳島県 名東郡佐那河内村 528.98% 33 熊本県 球磨郡相良村 151.47%
8 熊本県 球磨郡五木村 519.68% 34 熊本県 阿蘇郡小国町 136.57%
9 宮崎県 児湯郡西米良村 506.52% 35 福島県 石川郡古殿町 135.69%
10 北海道 苫前郡苫前町 427.66% 36 新潟県 糸魚川市 135.13%
11 長野県 下水内郡栄村 404.31% 37 青森県 上北郡野辺地町 123.66%
12 山梨県 南巨摩郡早川町 364.85% 38 長野県 南佐久郡佐久穂町 121.28%
13 群馬県 利根郡片品村 313.30% 39 高知県 長岡郡大豊町 121.06%
14 青森県 上北郡六ケ所村 297.37% 40 宮城県 刈田郡七ケ宿町 118.76%
15 長野県 南佐久郡小海町 244.52% 41 青森県 西津軽郡深浦町 113.50%
16 北海道 天塩郡幌延町 232.92% 42 岩手県 岩手郡葛巻町 111.68%
17 神奈川県 足柄上郡山北町 220.68% 43 鳥取県 八頭郡若桜町 111.27%
18 奈良県 吉野郡上北山村 211.17% 44 和歌山県 有田郡広川町 111.06%
19 秋田県 鹿角市 202.73% 45 熊本県 上益城郡山都町 108.63%
20 北海道 有珠郡壮瞥町 197.37% 46 長野県 上水内郡信濃町 107.94%
21 北海道 虻田郡ニセコ町 190.30% 47 長野県 木曽郡上松町 107.50%
22 岩手県 岩手郡雫石町 185.52% 48 鹿児島県 肝属郡南大隅町 106.93%
23 長野県 下伊那郡泰阜村 182.42% 49 富山県 下新川郡朝日町 103.56%
24 高知県 吾川郡仁淀川町 177.91% 50 群馬県 吾妻郡嬬恋村 103.55%
25 長野県 木曽郡南木曽町 175.48% 51 鹿児島県 出水郡長島町 101.34%
26 長野県 北安曇郡小谷村 171.78% 52 京都府 相楽郡南山城村 100.39%
（注）2010年 3月末現在時点の市区町村の区分を用いて集計しています。
表 2　100％エネルギー永続地帯市町村一覧（2011 年 3 月末時点）
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ドファームを開設したところということです。
　その他のところは、順位変動はあまりありません。全体のエネルギー供給
の推移は増加傾向にない再生可能エネルギー種が再生可能エネルギー供給の
65％を占めています。これは昨年もこのくらいの数字でした。県レベルでい
いますと、8つの県で再生可能エネルギー供給が域内の地域的エネルギー需要
の 10％を越えているということです。大分県が 23.3％ということでいちばん
自給率が高いです（表 3）。面積あたりの再生可能エネルギー供給量である供
給密度の比較では、トップが神奈川県になりました。去年は富山県でした。神
奈川県や大阪、東京は面積あたりの再生可能エネルギー供給量をかなり増やし
ています。これは太陽光発電の増加がまずたくさん建物のある都会から現れて
きているということです。
　総供給量でトップは大分県、自給率トップも大分県です（表 4）。供給量で
いうと面積の大きな都道府県は上に来るので、北海道などは上に上がりますが、
自給率・供給密度というかたちでこれをならしているということです。自給率
は地域的エネルギー需要で割っている、供給密度は面積で割っているというこ
とです。初めは自給率だけを出していましたが、都会型の自治体の方からこの
指標は面白くないと言われまして、では面積当たりで出しましょうということ
で、両方評価できる指標になったと思います。このような状況です。
　実は、自給率の数値が全体に下がっています。全国的にみるとエネルギー需
要量の増加が効いています。秋田県は 19％くらいだったものが 16％に下がっ
ていますが、この背景には地熱発電量の減少があります。
　種類別の供給量の対前年比のようなものも出して、これはダウトだと思う数
字についてワークシートを深堀りして、間違っているかどうかを確認していま
す。たとえば、地熱利用では、滋賀県が 449.4％となっていて、これはダウト
かと思い確認しましたが、これはもともとの供給量自体が小さいところの数値
が 1から 4になったくらいのところなので、それはあるかもしれないと思っ
ています。このようなかたちでデータが間違っていないかどうか確認していま
CW3_AZ314D07.indd   76 2013/03/22   9:38:27
プロセスシアンプロセスマゼンタプロセスイエロープロセスブラック
千葉大学　公共研究　第９巻第１号（2013 年３月）
77
都道府県
自　　　　給　　　　率
自給率
（％）
2011.3
自給率
（％）
2010.3
自給率
rank
2011.3
自給率
rank
2010.3
太陽光
発電 風力発電 地熱発電
小水力
発電
バイオ
マス発電
太陽熱
利用 地熱利用
バイオマ
ス熱利用
北海道 3.8% 4.1% 28 26 46 12 7 27 22 47 16 10 
青森県 13.0% 13.6% 4 4 45 1 9 16 33 45 2 34 
岩手県 10.8% 11.0% 7 6 31 13 3 14 26 32 7 2 
宮城県 2.4% 2.6% 33 33 37 38 6 29 20 40 26 7 
秋田県 16.1% 19.2% 3 2 47 4 2 5 9 42 4 1 
山形県 6.4% 6.2% 17 16 41 16 9 12 16 44 6 24 
福島県 9.6% 8.8% 9 11 30 7 5 9 10 31 9 14 
茨城県 2.8% 2.7% 32 32 32 21 9 36 6 30 41 6 
栃木県 5.1% 5.1% 23 22 17 38 9 19 4 24 14 15 
群馬県 8.0% 8.1% 12 12 15 38 9 3 7 17 12 36 
埼玉県 1.1% 1.0% 45 45 29 38 9 40 33 29 38 36 
千葉県 1.6% 1.5% 38 38 35 24 9 44 8 33 43 17 
東京都 0.3% 0.3% 47 47 44 36 8 43 30 46 40 29 
神奈川県 1.4% 1.1% 40 44 40 33 9 34 12 36 31 32 
新潟県 6.8% 7.0% 13 13 43 31 9 7 1 39 18 30 
富山県 16.9% 17.6% 2 3 36 30 9 1 21 41 15 36 
石川県 5.9% 5.5% 18 18 42 6 9 17 14 43 20 36 
福井県 4.1% 3.5% 26 28 34 20 9 20 25 34 28 12 
山梨県 6.7% 6.7% 15 15 7 38 9 8 31 14 22 21 
長野県 11.8% 11.8% 6 5 5 38 9 2 24 19 8 36 
岐阜県 5.2% 5.4% 21 20 19 28 9 15 13 18 13 25 
静岡県 4.7% 4.3% 25 25 8 18 9 24 32 23 11 28 
愛知県 1.6% 1.6% 37 37 27 26 9 33 33 28 37 36 
三重県 3.8% 3.5% 27 27 10 19 9 31 33 26 17 4 
滋賀県 2.4% 2.3% 34 35 13 32 9 28 33 20 45 23 
京都府 1.2% 1.1% 44 42 38 34 9 35 29 27 32 36 
大阪府 0.5% 0.4% 46 46 39 38 9 46 23 38 34 35 
兵庫県 1.3% 1.3% 42 39 28 27 9 39 33 35 29 36 
奈良県 2.0% 1.9% 36 36 25 37 9 32 27 22 27 19 
和歌山県 3.3% 3.2% 30 31 20 15 9 38 33 13 19 13 
鳥取県 8.8% 9.0% 11 10 33 9 9 6 33 12 10 20 
島根県 10.6% 10.9% 8 7 24 2 9 11 17 10 24 33 
岡山県 3.2% 3.2% 31 30 6 38 9 26 19 15 39 11 
広島県 2.3% 2.3% 35 34 23 38 9 37 11 25 46 3 
山口県 5.4% 4.8% 20 24 12 5 9 30 5 5 35 31 
徳島県 5.0% 5.1% 24 23 16 17 9 18 33 16 47 26 
香川県 1.3% 1.3% 43 40 18 38 9 47 33 8 42 36 
愛媛県 5.1% 5.2% 22 21 21 11 9 23 33 11 33 8 
高知県 6.8% 6.9% 14 14 22 14 9 13 28 2 44 18 
福岡県 1.3% 1.2% 41 41 26 29 9 41 33 21 30 27 
佐賀県 6.7% 6.1% 16 17 3 10 9 22 33 6 21 5 
長崎県 3.5% 3.5% 29 29 14 8 9 42 33 9 25 36 
熊本県 9.5% 9.5% 10 9 2 23 9 4 15 3 5 22 
大分県 23.3% 24.1% 1 1 4 25 1 10 3 4 1 36 
宮崎県 5.6% 5.5% 19 19 1 35 9 25 2 1 23 16 
鹿児島県 11.8% 10.7% 5 8 11 3 4 21 18 7 3 9 
沖縄県 1.4% 1.1% 39 43 9 22 9 45 33 37 36 36 
全国 3.54% 3.52%
（注）2010年 3月末現在時点の市区町村の区分を用いて集計しています。
表 3　都道府県別自給率ランキング（2011 年 3 月末現在）
CW3_AZ314D07.indd   77 2013/03/22   9:38:27
プロセスシアンプロセスマゼンタプロセスイエロープロセスブラック
永続地帯研究の最新成果と政策提言
78
表 4　都道府県別供給量ランキング（2011 年３月末現在）
（注） 風力発電ランキング 38位、地熱発電ランキング 9位、小水力発電ランキング 47位、
バイオマス発電ランキング 33位、地熱利用ランキング 47位、バイオマス熱利用ラン
キング 36位は、把握された供給量が 0となっています。
都道府県
供　　　　給　　　　量
総供給量
（TJ） 対前年比 総供給量 太陽光発電 風力発電 地熱発電 小水力発電
バイオマ
ス発電 太陽熱利用 地熱利用
バイオマ
ス熱利用
北海道 17172 94.8% 3 32 2 6 6 14 40 2 2 
青森県 13878 98.8% 5 46 1 9 15 33 46 3 35 
岩手県 10462 100.6% 12 35 14 4 11 28 39 10 4 
宮城県 4370 96.2% 30 30 38 7 25 19 38 20 7 
秋田県 13036 87.9% 7 47 5 2 9 12 45 8 5 
山形県 5257 106.8% 22 44 18 9 13 20 47 13 26 
福島県 12985 113.8% 8 28 4 5 7 11 32 9 13 
茨城県 6057 104.8% 18 15 12 9 36 4 23 39 3 
栃木県 6463 104.4% 17 18 38 9 12 5 25 15 14 
群馬県 9711 101.7% 13 20 38 9 4 7 20 12 36 
埼玉県 4480 109.4% 29 2 38 9 32 33 3 34 36 
千葉県 5973 106.7% 19 11 13 9 44 1 11 38 8 
東京都 3705 115.4% 37 7 33 8 41 18 8 30 17 
神奈川県 7677 132.7% 15 8 31 9 17 3 4 17 30 
新潟県 11061 100.2% 10 40 30 9 3 2 37 14 31 
富山県 13450 100.6% 6 41 32 9 2 25 44 18 36 
石川県 5554 112.0% 20 43 8 9 20 17 43 19 36 
福井県 2537 121.8% 41 42 25 9 27 27 41 36 15 
山梨県 3927 103.0% 33 31 38 9 19 32 33 28 24 
長野県 17401 103.0% 2 10 38 9 1 23 13 7 36 
岐阜県 6940 99.0% 16 19 29 9 10 15 16 11 27 
静岡県 11434 112.6% 9 3 7 9 8 29 7 4 28 
愛知県 8522 106.3% 14 1 17 9 16 33 1 31 36 
三重県 4504 113.6% 28 17 15 9 35 33 28 16 6 
滋賀県 2052 108.7% 43 26 35 9 33 33 27 45 23 
京都府 2124 104.7% 42 29 34 9 38 26 22 35 36 
大阪府 3198 113.7% 39 5 38 9 45 13 9 25 34 
兵庫県 4566 105.2% 27 6 22 9 29 33 14 22 36 
奈良県 1565 104.9% 45 34 37 9 39 29 30 33 19 
和歌山県 2008 105.9% 44 37 21 9 42 33 31 24 16 
鳥取県 3847 102.2% 35 45 19 9 21 33 36 21 25 
島根県 5164 100.5% 23 39 6 9 24 24 34 32 33 
岡山県 3966 105.6% 32 13 38 9 26 21 17 42 12 
広島県 4988 100.1% 24 12 38 9 37 6 12 44 1 
山口県 4977 114.2% 25 23 9 9 34 10 15 40 32 
徳島県 2764 101.4% 40 36 23 9 28 33 35 47 29 
香川県 969 105.4% 47 33 38 9 47 33 26 43 36 
愛媛県 5260 102.0% 21 24 11 9 23 33 19 37 10 
高知県 3852 101.9% 34 38 20 9 22 31 24 46 21 
福岡県 4651 115.4% 26 4 27 9 40 33 2 23 22 
佐賀県 3791 113.1% 36 25 16 9 30 33 29 26 11 
長崎県 3486 104.6% 38 22 10 9 43 33 21 27 36 
熊本県 10940 103.0% 11 9 24 9 5 16 5 6 20 
大分県 18028 99.2% 1 21 28 1 14 9 18 1 36 
宮崎県 4231 105.4% 31 14 36 9 31 8 6 29 18 
鹿児島県 14324 113.6% 4 16 3 3 18 21 10 5 9 
沖縄県 1078 138.3% 46 27 26 9 46 33 42 41 36 
全国 318387 
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す。
　昨日も岡山県のエネルギー需要が 15％減っているという数値があり、これ
はおかしいということで見たところ、集計の処理がずれていました。そういっ
た気が遠くなるような作業をやっていました。このようなかたちで供給量と自
給率と供給密度をランキングでそれぞれ出しています。今ご覧いただいた対前
年比で、異常値がないかどうかという確認をしています。風力発電で福井県
がかなり増えていますが、このあたりはおそらくウィンドファームがあるのだ
ろうかと思いますが、そのあたりも確認して間違っている数字がないかどうか、
最終チェックをして公表したいと考えています2。
４．会場との質疑応答
倉阪：永続地帯の結果についての質疑も合わせて何か会場の方からお願いしま
す。
フロア：今日初めて出席させていただいたので、理解していないところがある
と思いますが、そもそも論としてそれぞれの供給源はどこが責任を持っている
のでしょう。補助金の状況であれば、市町村が把握するべきだと思うのですが、
例えば電力に関してはそもそも電力会社が統計をきちんと持っているべきです。
市町村が責任を持ってやる分野は市町村。マトリックスで推計するという方法
はスウェーデンがこれに近い方法でやっていると思うのですが。
倉阪：おっしゃる通り、市町村が全てデータを持つべきだということではない
かもしれません。例えば小水力発電でも、電力会社が持っているところもたく
さんあります。そのようなものは全て電力会社から情報が出てくるべき話だと
思います。地域の自然資本などを使ってどれだけエネルギーが供給されている
2 「永続地帯報告書 2012」は、http://sustainable-zone.org/から入手可能。
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かという情報を、市町村は最終的に何らかのかたちで把握するべきだとも思っ
ています。この永続地帯研究でそのつなぎをしたいということです。
　いろいろなもののデータを集めて地域に情報提供したくさんエネルギー供給
をしているところは誇りを持って、何らかの政策的な目標にもなるように進め
ていっていただきたいということ、さらに熱については後ほど政策提言の方で
も出ますが、やはり地域が主体的にやらないとだめなところがあります。
　あるいは再生可能エネルギーの発電設備についても立地をどうするか、それ
は地域の風土に合ったかたちで、地域住民の同意を得た上でやっていく必要が
あります。そういったことから、全く「発電だから電力会社」というとそうで
もない面がある。したがって情報として地方自治体も把握し、主体的にエネル
ギー政策をやってもらいたいという思いは一方であります。
フロア：今の件で、電力会社がどれだけ把握しているかという話ですが、実は
電力会社がもっている設備ですと電力会社が全て把握しているのですが、再生
可能エネルギーに関してはほとんどが自家発電的な設備が多く、電力会社が
持っているのではなく各家庭にあったり各企業が持っていたりします。実は再
生可能エネルギーに関してはそのような設備の方がむしろ多い。確かに電力会
社が買取をしているところがありますが、電力会社がそれを全て把握する責任
はなく、把握は別の枠組みでやっていかないといけません。
倉阪：自家発電については国があまり関心を持っていませんでしたので、これ
まで国の統計に入っていません。その部分も合わせて反映させていきたいとい
うことです。
フロア：バイオマスでごみ発電をいろいろと環境への負荷を考慮して除外して
いるそうですが、実際ごみ発電はどれくらいの割合でしょうか。
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松原：RPS設備でバイオマス発電の事案がありますが、8割以上はごみ発電
です。それは一般廃棄物と産業廃棄物とだいたい半々くらいで、かなりの割合
を占めています。
フロア：都市部が唯一逆転できるのはごみ発電でしょうか。環境に負荷がかか
るというものの、問題を解決していくのは結構難しいところですか。
倉阪：ごみ発電自体、何か悪いというわけではないのかもしれません。ただ、
ごみ発電になると化石燃料系のプラスチックごみなどが入ってくるので、除外
せざるを得ないかなと考えるところです。
フロア：自治体の持っている数字の関係もありますが、そもそもその自治体に
動機があるかということを考えますと、もし自治体がエネルギー自給率を高め
ることが大事だと考えれば、そのような数字を取ろうと考えると思いますが、
ただ自治体の一般的な人たちが何を念頭において政策を考えるかとは、自治体
の人間でないと分かりませんが、人が育ってくれることの方が嬉しいような気
がしていて、むしろエネルギー自給率が低い方がいい。
　要はエネルギー自給率が大事な指標だと思われていないのではないか、とい
う気がします。ある意味自治体にとっては再生可能エネルギーを導入すること
によって、自給率が高まるということよりは、それが何らかの雇用創出効果を
生んで、人が増えるということの方が自治体とっては強い動機になるような気
がするので、そういったことの数字の把握は放っておいても進むだろうなと思
いながら、あまりそのようなことにつながらないことは熱心にやっていかない
のではないかと思います。
倉阪：固定価格買取制度が導入されたりしまして、お金の流れは生まれていま
す。供給量自体にお金の流れがついてくると、自治体の中でどのくらい再生可
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能エネルギーが生産されているのかということが関心事になると思います。再
生可能エネルギー自体で雇用がどのくらい生まれるかというと、若干怪しいと
ころもあります。メガソーラーを誘致してもメンテナンスのための雇用はほと
んど生まれない。そのような状況ですので、エネルギーが生まれていること自
体が地元にメリットが生まれる時代になってきているのかと考えますと、実際
にこの指標を提案してかなり反響をいただいているところもありますし、関心
をいただいている自治体も増えてきていることもありますので、関心を持って
いただく自治体が徐々に広がっているかなと思っております。
　もうひとつの視点としては、地域のエネルギーセキュリティがあります。こ
の震災でも地域で停電が起こったりすることが実際に起きていますので、その
ような際に自給する率を増やしておくことが、地域にとってもいいという考え
方を持たれる自治体も増えてきていると思っています。
フロア：小沢徳太郎さんの『スウェーデンに学ぶ持続可能な社会』の中に出て
いましたが、分権と集権の 4つに分けてやっていますが、スウェーデンの場
合、方針を決める、もちろんそれは非常に民主的なかたちで決める、いったん
その方向が決まったらスウェーデンの場合、最も合理的な方法で実施する。要
するに方向性は、国民の意思として決まっていて、実際は市町村が追従して行
う。先ほどから何度も出てきましたが、日本はひも付きの補助金によって再生
可能エネルギーの導入を進めていますが、スウェーデンの場合は全て一括交付
金です。一括交付金でたまったものをどう使うか。市町村としては国の方針を
見ながら自分のところではどのようなところにどのように使うか、というよう
に決めている。
　今後日本の進む方向として、地域主権などが言われていますが、私は簡単に
は進まないと思いますが、スウェーデン型のようなかたちに進むのがひとつの
方向かなと思います。
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松原：最近都道府県レベルでは、再生可能エネルギーに関するいろいろな目標
や計画を掲げるケースがだいぶ増えてきて、特に昨年の震災以降はそのような
ところが増えています。東京や福島県はそのような目標を持っています。例え
ば何年までに 100％以上、のようなものもだんだんでき始めているので、まず
都道府県レベルはそのような感じです。一部では市町村がそのようなことを
やり始めています。今まではやはりエネルギー政策自体がいわゆる市町村の単
位ではなかったので、今後そのような単位が増えてくればそのような方向性に
なってくるかなと。ハードルはたくさんありますが、方向性は出てくると思い
ます。
倉阪：9月 19日に閣議決定されたというか、これを踏まえて遂行することが
閣議決定された「革新的エネルギー・環境戦略」の中で、再生可能エネルギー
のところを見ますと、国の考え方として地域主導の導入加速化、エネルギー委
員会と街づくり、具体的に整備をして都市計画の中で地域の中で再生可能エネ
ルギーを導入していく方向は示されています。
　あと、自治体でどのようなことがされているかということですが、先ほど京
都の話が出てきましたが、自治体において最近いろいろな地方条例が出てきて
います。例えば湖南市は、地域に存在する自然エネルギーは地域固有の資源で
あります、という基本理念を掲げた条例を制定しました。このように自分たち
でやっていくのだといい始めている自治体も出てきています。このような動き
が広がってくるかな、という期待を持っています。
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５．政策提言についてのディスカッション
倉阪：残りの時間で、どのような政策提言をするのかということをみなさんと
一緒に議論したいと考えています。昨年 10月に出した政策提言をベースに議
論します。昨年 10月の政策提言では 7つのポイントを挙げていました（資料）。
5-1　目標の設定
　第 1に再生可能エネルギーを基幹的エネルギーに育てるため、国としての
導入目標を設定すべきである。買取制度の特別措置法には国としての導入目標
は定められていないという話が書かれています。ただ、この点については「革
新的エネルギー・環境戦略」の中では再生可能エネルギーについてすでに目標
が掲げられています。具体的には 2030年に発電電力量を 2010年比で 3倍に
しよう、という目標になります。
　水力を除くと、水力は現在あって 1割弱です。なお、水力を除くと 8倍く
らいになります。このような考え方です。法律に基づくような計画はまだあり
ませんが、とりあえず閣議決定のレベルでこのようなものがあるということで
す。ちなみにこれは環境省系の検討の中で 2030年に高位ケースで現状の 3倍
の導入量となります。2050年に再生可能エネルギーのポテンシャルを全量顕
在化させるというのが環境省の高位ケースの目標です。それを今の状況とつな
いだのが 2030年の高位ケースになります。なので、「革新的エネルギー・環
境戦略」は、高めの目標設定だったと思います。ただ、環境省の検討では熱も
入っています。「革新的エネルギー・環境戦略」では発電電力量に占める再生
可能エネルギー電力量で示されていて熱は入っていません。
松原：省電力もがんばった方がいいし、導入量に対してももう少しがんばれる
のではないでしょうか。あともうひとつの視点は、ヨーロッパでは 2020年で
ドイツでは 35％と既に目標を掲げていますが、日本は 10年遅れの目標を掲げ
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（資料）政策提言の検討（昨年版をベースとして）
（1）　 再生可能エネルギーを基幹的エネルギーに育てるため、国としての導入目標
を設定すべき
　電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（再生可
能エネルギー特別措置法）が成立しましたが、この法律には国としての導入目標
が定められていません。東日本大震災に伴う福島第一原発事故を受け、再生可能
エネルギーを一刻も早く基幹的エネルギーに育てるために、国として再生可能エ
ネルギーの導入目標を定める必要があります。
（2）　 固定価格買取は、全種の再生可能エネルギーの導入が飛躍的に促進されるよ
う、十分な買取価格と買取期間を設定すべき
　本研究で、再生可能エネルギーは 2009年度に対前年比で 3.5％増加したことが
把握されました。2008年度の伸び率である 2.3％よりも増加しましたが、この伸
び率では供給量を 2倍にするために 20年もかかるなど、基幹的エネルギーに育
てるという観点からは不十分です。再生可能エネルギー特別措置法では、固定価
格買取制度が導入されましたが、来年 7月の施行に向けて、今後、買取価格と買
取期間が定められます。再生可能エネルギーの導入が飛躍的に促進されるように、
十分な買取期間と買取価格が設定されるべきです。
（3）　再生可能エネルギー設備の送電網への接続義務づけを確実に実施すべき
　再生可能エネルギー特別措置法では、認定を受けた再生可能エネルギー設備の
送電網への接続義務づけが行われましたが、「電気事業者による電気の円滑な供給
の確保に支障が生ずるおそれがあるとき」には、電気事業者が接続を拒めるよう
に規定されています（第 5条第 1項第 2号）。再生可能エネルギーを大量に導入し、
基幹的エネルギーに育てるためには、送電網を管理する側の努力が不可欠であり、
従来と同じ運用にとどまることはもはや許されない状況であると考えます。この
点に鑑み、国は、この条項をたてとして接続を拒む電気事業者が出ないよう、再
生可能エネルギー設備の送電網への接続義務づけを確実に実施すべきです。
（4）　 再生可能エネルギー熱の導入促進の制度化を進めるべき（建物への義務づ
け、都市計画での扱いなど）
　再生可能エネルギー特別措置法は、電気と熱という二種類の再生可能エネルギー
のうち、電気のみを促進対象としています。本研究で明らかになったように、再
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生可能エネルギー熱利用は、日本の再生可能エネルギー供給の約 20％を占めてお
り、そのポテンシャルも大きいと考えます。このため、建物の建築主に対してエ
ネルギー需要の一定割合を太陽光、太陽熱、地中熱、バイオマス熱といった再生
可能エネルギーで賄うよう設計することを義務づけることや、都市計画・まちづ
くりの中で再生可能エネルギーによる熱供給を念頭に置いた管路の敷設を検討す
ることを促進することなど、再生可能エネルギー熱の導入促進に向けた制度化を
進めるべきです。
（5）　 市区町村の再生可能エネルギー政策を立ち上げるべき（地域エネルギー事務
所、地方債、交付金など）
　地域の風土に応じた再生可能エネルギーが適切に選択され、再生可能エネルギー
設備の設置に伴う環境影響を事前に可能な限り回避・低減できるよう、市区町村
が主体的に再生可能エネルギーの導入に関する施策を実施することが必要です。
市区町村のノウハウ不足を補うため、都道府県のブロックごとに地域エネルギー
事務所を置き、関連 NPOが運営に参画し、業者情報、技術情報、支援情報など
各種情報を集める仕組みが有用です。また、地域資本が参加して再生可能エネル
ギーの導入が進められるように、再生可能エネルギーに関する地方債を基礎自治
体が発行できるようにして、国が元利償還交付金を支出する仕組みを検討すべき
です。さらに、国は、原子力発電所の新規立地のために用意していたエネルギー
特別会計の予算を、再生可能エネルギー交付金として、再生可能エネルギー供給
量に応じて自治体に交付する仕組みを導入すべきです。
（6）　 非常時のコミュニティ電源として再生可能エネルギーを活用できるように
すべき
　今回の震災の際にも、地熱発電や風力発電が稼働していてもその電力を地域で
使えず、エネルギー永続地帯であっても停電が起こってしまいました。再生可能
エネルギーを「コミュニティ電源」として認識し、非常時には地域で生み出され
た電力を地域で活用できるように制度を見直していくことが必要です。
（7）　再生可能エネルギーに関する統計整備を進めるべき
　再生可能エネルギー供給に関する基礎データの整備が不十分です。再生可能エ
ネルギー統計情報を整備し、太陽光・熱、小水力、バイオマス、風力、地熱など
の一定以上の再生可能エネルギーについて、施設ごとのデータベース（供給容量、
実供給量、位置）が更新されるようにすべきです。
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ているので、それでいいのでしょうか。10年遅れているので仕方ないという
面もあると思いますが。
　また、2030年の発電電力量全体を 1兆キロワットアワーと設定しています。
現状 2010年度が 1.1兆です。10％の省エネをして、それの 30％の 3000億キ
ロワットアワーを再生可能エネルギーで賄おうということですが、もう少し地
域別や分野別でも挙げられたらよいと思います。
倉阪：では、この政策提言については、さらに野心的な目標を掲げる必要があ
るということと、地域的目標を掲げる必要があるということに触れたいと思い
ます。
フロア：地域別目標について、個々の自治体がどう判断するか。わざわざ国が
言っていく必要はないのではないでしょうか。言われたことにどう自治体自身
が実施していくのでしょうか。
倉阪：地方別の目標を国が決めるというのは違うかもしれないということです
ね。具体的な導入ポテンシャルが地域によって違うので、それを実現するため
に例えば送電網を用意しないといけないようなところもあると思いますし、い
ろいろな政策を国としてやらないと地方でも入れられないところがあります。
ただ、そこは自治体の方の判断も当然必要で、後でも出てきますが、主体的に
自治体がやっていく必要があるということもいいたいところですので、全て計
画経済的にやっていくというのも少し違うということです。
フロア：目標数値だけでなく、ロードマップ的なものも、どのような政策が必
要とされてくるかということも、考えるべきだと思います。
倉阪：目標については、さらに設定すべきということではなくて、書き直すこ
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とにします。
5-2　固定価格買取制度の留意点
倉阪：次のところは固定価格買取制度です。資料の 2番と 3番になります。
昨年 10月段階では買取価格・期間がまだ決まっていませんでした。また、そ
の具体的な運用に当たってここでは送電網への接続義務付けを確実に実施すべ
きとなっていますが、この部分の提言は、「固定価格買取制度の運用にあたっ
てこのようなことに気をつけるべき」という指摘をする部分になると考えます。
送電網への接続義務付けについてはすでに若干怪しいところがあり、20年固
定価格の買取制度にもかかわらず、契約に当たってはそのような長期間で結ん
でくれないというような話もありますし、実際に入れられないからと断られる
ことも出てきている状況です。そこの部分は何らか残しておく必要があると思
います。
　さらに、私の考えるところでは、廃棄費用についてきちんと留保してもらわ
ないと、いけないはずです。固定価格買取制度を導入する際に 5％分は廃棄コ
ストというかたちで固定価格に上乗せしているわけですので、その分がきちん
と廃棄のための費用として残されていないと意味がありません。ただ、そのた
めの制度がまだできていないので、今は 5％分儲けが増えているという扱いに
なっています。その廃棄費用の留保の話は入れたいと思っています。他にこの
固定価格買取制度の運用に当たって、政策提言しなくてはいけないことはあり
ますか。
フロア：今年度の価格は確かに決まってスタートしているのですが、来年度以
降の価格については毎年決めるわけです。ドイツなどの例では初めに決まった
ときに法律の中に全て書かれていて、その後の、例えば太陽光であれば年率
何％で価格を下げていきます、とか経済性が分かるようなことが書いてありま
す。日本はそれがなく、来年度が変わるかどうなるかということで、事業に関
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して足踏みをしているようなことをしている方も多くいるでしょう。徐々に下
がるというのは何となく方向性は出ていますが、予見性のところが厳しいこと
はあります。せめて、3年先くらいまでは見通せるくらい。
倉阪：確かに今、来年度に事業がまたがろうとしていますので、どうなるのだ
ろうという話が事業者の間でも出てきているようです。確かに趣旨としてはパ
ネルの価格などの設置費用が下がっていくと、その分に連動させて下げていく
ということですが、パネルの価格がどうなりそうだということをある程度早め
に見ておけば、3年くらい先のことまで決められるのではないか。そのような
ことをやらないと、もしかしたら政権が代わったりしてガクッと変わったりす
るかもしれない、ということになるとそこで事業が止まってしまうことになる。
フロア：買取価格も下がるとは限らないですよね。ドイツにおいても小水力の
価格は上がっている場合があるわけで、あたかも下がることが前提であるかの
ような提言をするのはどうでしょうか。むしろ予見性として確保してあげるた
めには何％ということを固めてしまうというか、今は 6％くらいできていると
しますが、これは絶対 6％ですよ、ということをうたってあげれば、上がり下
がり見込みで買い取り価格での実施効果があるのではないかと思います。
倉阪：3年間はブースト期間で、そのブースト期間に適用すべき IRR（内部収
益率）自体を変えるということにならないのかもしれません。ただ太陽光は政
府が予想した以上に来ていますよね。そういったところが不安材料になってい
るはずです。
フロア：あとは買取の区分も現在 2種類しかありませんが、既に大ソーラー・
メガソーラーとキロワットぐらいの事業のものだとコストが違うのではないか
と思いますので、買取区分に関して今後一度きちんと見直して、かつ地域主導
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のものに関して何らかの優遇までやるかわかりませんが、大規模な事業者がや
る以外のものについて何らかの措置があればと思います。大規模な事業に関し
ては買い取り価格を下げていくとか。
倉阪：地域主導のものに関しての優遇は国がやるかどうかですよね。自治体と
して先ほどの湖南市のように、地元の資源なので地元が主体的に使うのだと
いって地元だけ安くするというのはあるかもしれません。買取価格で配慮する
かどうかというよりは、何らか優遇というか配慮はしなければいけないと思い
ます。
フロア：表現全体として残すことには大賛成です。ついこの間エネ庁が契約書
の雛形を発表していると思いますが、そのようなことも踏まえて提言した方が
良いと思います。
倉阪：ここは全般として固定価格買取制度の運用についての提言。もう少し言
葉はきちんとしますが、そのような塊にしたいと思います。
5-3　再生可能エネルギー熱の利用促進
倉阪：次の提言である「再生可能エネルギー熱の導入促進についての制度化」
は昨年とあまり状況は変わっていません。まだそのようなものが京都で先行し
始めたというところですが、国としては具体的にされていませんので、ここは
そのままのかたちで置いておいてもいいかと思いますが、このあたりで何かご
意見などありますでしょうか。
フロア：なんらかの義務化みたいなものを制度化するのはどうでしょうか。
倉阪：ここで書いてあるのは、建築主に対してエネルギー需要の一定割合を再
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生可能エネルギーで賄う設計を義務付けること、都市計画の中で検討すること。
そういった街づくりの中で再生可能エネルギーをきちんと扱うようにするとい
う 2つのことを具体的には書いています。
フロア：具体的には難しいかもしれませんが、熱に関する何かインセンティブ
が上がるようにする、電力における固定価格買取のように強くするようなもの
かどうか分かりませんが、そのような制度も検討した方がいいかなと。
倉阪：建築主に義務づけるという方向のほかに、例えばガスや石油のように熱
需要を満たすための化石燃料を供給する業者に対して、一定割合のグリーン熱
証書を持たないとだめですという形で、供給事業者側に義務付けるというやり
方もあるのではないかというご指摘です。それも視野に入れて検討すべきとい
う提言をしたいと思います。
フロア：グリーン熱事業をやる方に何らかのインセンティブを与えるか、やっ
た方が経済的に有利であるようにするか。あるいは環境税のようなものはここ
に書いてありますか。
倉阪：環境税はここでは特に入れていません。
フロア：それに関しては環境税が結構いいケースがあります。
倉阪：10月から入りますが、率が低いのでそんなに環境税だけでインセンティ
ブ効果は発生しないのではないでしょうか。もっと高くすればいいでしょうか。
フロア：ヨーロッパでは今まで自然エネルギー開発が進んだのは環境税のおか
げではないでしょうか。
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倉阪：環境税の税収で系統対策が出るくらいの税収は賄えるのではないかと思
いますが。
フロア：今まで書かれていた義務付けの話がありますよね、そことそのインセ
ンティブをうまく分けたい。
倉阪：使う側のところと供給側のところ両方にかけようがありますから、そこ
が分かるように書いておきたいと思います。
5-4　地方での再生可能エネルギー政策の立ち上げ
倉阪：次は、地方でまだ再生可能エネルギー政策が立ち上がっていないという
状況で、これは実は永続地帯研究が始まって以来ずっと言っている話です。地
方の再生可能エネルギー政策を立ち上げるべきだということで、ここでは風土
に応じた再生可能エネルギーを適切に選択する。それから環境影響を事前に回
避する。再生可能エネルギーと言っても環境影響が伴います。そういったもの
を地域の風土に応じて回避するという観点も必要です。このようなこともあり、
市町村が主体的に再生可能エネルギー導入に関する政策を実施することが必要
であるが、調べて分かったようにノウハウも不足しているしお金も不足してい
るということで、ノウハウ不足を補うための提案としては、都道府県をブロッ
クごと、風土が似ているところごとに、地域エネルギー事務所を置いて、関連
NPOも入りながら、業者情報、技術情報、支援情報などをワンストップで提
供できるような場所を作って、そこに市町村も人を出して人材育成もすれば一
石二鳥ではないかという提案をしています。
　もうひとつは、交付金という話もありますし、再生可能エネルギー交付金と
して原子力発電所の新規用に用意したエネルギー特別会計の予算くらいは、出
せるのではないでしょうかという話。さらに、地方債やその地方債に対して元
利償還交付金を国が支出するとか、そのようなことをかなり前から主張してい
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るところです。
フロア：それは世の流れから反することです。趣旨としてはもちろん分かるの
ですが、新たな政治プランの出先機関を設置するということは、全体的な地方
分権を進め出先機関を廃止している中でどうでしょうか。
倉阪：国の事務所というわけではなく、イメージとしては環境のパートナーシッ
ププラザのようなイメージです。機関として新たに何かを創設する、国の出先
を作るということではありません。都道府県あるいは地方自治体が主体的に作
れるように国は財政的に支援する、そのようなイメージになります。そこは分
かるように書けていないということかもしれません。
フロア：言いたくはないのですが、市町村が独自にエネルギー政策を立ち上げ
るというのは現状では、いくつかとてもやる気のある市町村は出てくるとは思
いますが、全体としては特に大都市はそんなに進まないのではないかと思いま
す。例えば観光資源として再生可能エネルギーが多く見られるというような場
所ではやるかもしれませんが、建物の義務付けがあるために事業所や工場が他
の街に行ってしまうということも予測されるので、ある程度広範囲に都道府県
で計画を作ってもらう方が現実的ではないかと思います。今のブロックごとの
エネルギー事務所というのもまずその前の段階として、都道府県で計画を作り、
その計画作りに対して民間や NPOを入れて、この県でどんなことができるか
ということを、知恵を出し合って考えましょうというところから始めるのが、
今の県と市町村の関係で言えば現実的だと思います。
倉阪：おっしゃる通り、市町村のエネルギー政策を立ち上げるべきというとき
に、市町村に任せておいたら動かないということで、国が全体を支援する。そ
の後市町村がその地域でエネルギー政策をやる責任がありますが、国が役割分
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担を明確にしてあげることが必要です。さらに国の政策として、財政支援もし
ていく。その中で当然都道府県も都道府県全体として方針を示して、はじめて
地方自治体におけるエネルギー政策が立ち上がってくることになると思います。
これを実現するための方策として、各市町村任せということではないように書
きたいと思います。
フロア：福島の方で活動をしていまして、今回福島県は原発の問題で大きな課
題を背負いましたが、南相馬によく行っていまして、現場で起こっていること
としましてはエネルギー自治団というところが出てきます。言われているのは
例えばいろいろな企業がメガソーラーなどを建設しようとするのですが、確か
にメガソーラーは大きな資本がやれば進むかもしれないけれども、外部の大資
本が、行政主導であるいは外部主導でエネルギーを進めるという意味では原発
と変わらないと思います。理想としては、市民意志で市民が主体的にエネル
ギー政策を担って作っていくということが、今回の反省を本当に活かすならそ
の方向だという声が出てきている。市民の場合、費用がないということをかな
り自覚した市民は勉強会などを始めている。私自身が思う理想形としては、先
ほどどなたかがおっしゃったようにエネルギーシフトのパートナーシップのよ
うなものが地域にできて、行政がいろいろな判断材料を検討しながらそこに市
民が自由に出入りして、対話をしながら主体形成をして、エネルギー政策を強
化していく。その中で、地域拠点を作った場合には、市民も個人で出資するし、
企業も入れるし、パートナーシッププラザでやっていくような、コーディネー
トしながらやっていくのが良いと思います。ただ、スピードから考えると、従
来型で国県市町村に戻してやった方が早いと思います。ここで自治の仕組みが
できないと、日本は変わらない。エネルギーを通して市民自治が芽生えないと、
本当の意味で 3.11に勝てないのではないかと思います。
倉阪：まさに地域エネルギー事務所というのは名前が事務所ですが、パートナー
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シスッププラザ、オフィスのイメージです。ただワンストップで許認可的なも
のも扱えるようにそのパートナーシッププラザには行政もやはり絡まなければ
いけない。市町村は、人材育成という観点でそこに勉強に行くにしても、都道
府県がやはりパートナーシッププラザ的なものには絡んできて、さまざまな許
認可事務についてひとつの窓口で受けるように役所も絡んでこなくてはいけな
いと思います。そのようなものが各地域にできていくということが、私は理想
だと思います。
フロア：先ほど湖南市の例がありましたが、基本条例を作るとか、条例には書
けないのですがもう少し地域で再生可能エネルギーを指導的にやるようなガイ
ドラインを作るとか、いろいろなやり方があります。環境影響を可能な限り回
避という意味では、土地の利用計画とかゾーニングといった観点の自治体の役
割も大きいと思います。自治体がやるべきことはたくさんあるのに、今までは
そのようなことがいろいろな制約があってできなかったということではないで
しょうか。
フロア：原発関係の交付金がありましたので、原発推進の PRに大量に使って
きましたが、市民がエネルギーについて学んだり、南相馬でもシェーナウとい
うドイツの街のことを、自主的に上映会をしたりしていましたが、そのような
市民たちが自分たちを啓発して合意形成するところがみなさんのためになる。
市民力をつけることにどんどん予算をつけてもらって、みんながレベルアップ
するようなかたちです。
倉阪：今まさに全国各地でそのような動きが出てきています。そのような動き
を側面からバックアップするような政策はかなり重要です。
フロア：自治体における自然エネルギー導入に関するロードマップですが、そ
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の前にその実現のための具体的な手法やロードマップ例、これの具体的な手法
を示してやっていくことも必要ではないでしょうか。
倉阪：国が政策を作ることもあるが、自治体としての政策作りが重要です。法
律的にもそれを担保しなければいけないと思います。
フロア：昨年 5月に陸前高田に行きガレキ撤去をしました。自動車学校の校
長先生が有名な方で、自動車学校は高台にあって被害を受けなかったのですが、
その方と 2～ 3時間話をする機会がありました。震災より前から高台移転を
岩手大学の人たちと考えていたのが、まさにエネルギーは自活しよう、高台移
転したところから下水道を使って小水力発電をして、風力などを合わせてエネ
ルギーを自活するというような勉強会を盛んにしていましたという話がありま
した。そもそも市民の意識は既に芽生えつつあり、それが 3.11のあとにかな
り意識が上がっていく中で、そのトレンドをバックアップするような動きが出
たのかなと思います。
倉阪：本当は高台に新しい街を作るのであれば、まさに熱をきちんと利用でき
るような新しい街づくりをしないといけないですね。陸前高田ではありません
が、昔と同じかたちに復旧するということにとらわれている自治体があるよう
です。石油からバイオマスに換えていこうとすると、いや復旧だから昔と同じ
かたちのものでないとお金がつかないと言われて、結局石油ボイラーを入れた
というところがあるという話も聞きました。
5-5　非常時のコミュニティ電源／統計整備
倉阪：残りのところが非常時のコミュニティ電源の話です。今の議論にも通じ
るところがありますが、震災復興のような話と再生可能エネルギーをきちんと
くっつけていくという話も合わせて、ひとつ提言をしたいと思います。
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フロア：市民電力会社も最近話が出始めているところで、使う側からエネル
ギーが選べる、自然エネルギーを選べる、そのような動きも可能性があると思
います。また、電力システム改革で発送電の分離などをどこかに入れられない
でしょうか。
倉阪：それから資料の 7番、まさに統計整備の話です。これがないと、これま
では補助金のひも付きで把握できていたところが、今は固定価格買い取り制度
でどんどん民間価格で入っていますから、何かを把握しないと実際政策が達成
されたかどうか分からないことになる。これはきちんと言っておきたいと思い
ます。
フロア：提言があります。いままでこの永続地帯とか私たちがやっているもの
の中でも、環境白書などの自然エネルギーの統計情報を揃える努力はしてきま
したが、やはり国として自治体としてきちんとやって欲しい。ドイツなどの例
ですと、このような再生可能エネルギーの現場を整備する局が環境省の下にあ
ります。そのようなきちんとした組織を作って欲しいということです。それか
ら IRENA（国際再生可能エネルギー機関）という国際的な組織が入っている
のが、途上国に対して再生可能エネルギーのデータをもっと整備しなさいとい
うことでデータベースフレームワークのようなものを提案しています。日本は
少し再生可能エネルギーについてはその意味では途上国に位置づけられてしま
うような感じですが、そういったフレームワークも最近できようとしているの
で、そのようなものも日本で活用したらどうかということを提案したい。
倉阪：組織を作るとなるとまた、逆の動きだという話にもなりそうですが。
フロア：データはあるのです。経産省はデータを持っているのだけれど、それ
をきちんと整備してもらいたいです。
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倉阪：まずは電力会社がきちんと公開しないと、一般消費者の負担で固定価格
買取制度を導入しているわけですから、その制度に則った買取量ぐらいはきち
んと公開していくのが普通だと思います。
　いろいろご指摘いただき、ありがとうございます。自給率について需要のコ
ントロールの方も視野においているので省エネの重要性も合わせてやるという
点がユニークであり、そういった自給率のベースで何か具体的なインセンティ
ブが生まれるような政策が重要でしょうというご指摘をいただきました。持ち
帰って整理して、永続地帯研究会の中で確認をしていただき、何とか提言をま
とめるようにしたいと思います。
■付録：まとめられた政策提言（2012年 10月 15日記者発表）
　2012年 10月 13日に、永続地帯研究の最新状況を報告する「永続地帯ワー
クショップ」を開催し、会場の参加者とともに政策提言を議論しました。その
結果を含め、試算結果に基づく政策を以下のように提言します。
（1）　 再生可能エネルギー熱を含めた、国としての再生可能エネルギーの導入
目標を定めるべき
　民主党政権下で定められた「革新的エネルギー・環境戦略」において、再生
可能エネルギーによる発電電力量を、2030年に 2010年比で 3倍に増加させ
るという目標が盛り込まれましたが、この目標には、再生可能エネルギー熱の
導入目標が含まれていません。今後、新政権において、この目標数値を最低限
のラインとしつつ、再生可能エネルギー熱を含めた野心的な国家目標を掲げる
ことが必要です。また、その実現のための具体的な政策手法を含むロードマッ
プづくりも必要です。
（2）　再生可能エネルギー電力の固定価格買取制度の運用を改善すべき
　再生可能エネルギー特別措置法で導入された固定価格買取制度によって、こ
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れまでのところ再生可能エネルギー電力の導入意欲が高まっているところです
が、以下の点で運用の改善が必要です。第一に、買取価格が、毎年、改訂され
ることとなっているため、予見性が乏しい状況です。数年間にわたる買取価格
をあらかじめ定めることや、確保すべき IRR（内部収益率）をあらかじめ定
めることなど、予見性を高める方策が必要です。第二に、10KW以上の太陽
光発電がひとつのカテゴリーでくくられているなど、買取価格の区分設定が
広く、ひとつの区分の中に設置費用が大きく異なる事業を含むものがあります。
買取区分を設置費用の違いに応じて細分化することが必要です。第三に、買取
価格の設定に当たって 5％の廃棄費用を見込んだところですが、売電収入から
廃棄費用を留保させるための制度が未整備です。早急に手当をする必要があり
ます。第四に、法律では、電気事業者に対して認定された再生可能エネルギー
設備の送電網への接続義務づけが行われましたが、接続協議に時間や費用を要
するなど従来と同様の対応をとっている電気事業者が多い状況です。国は、再
生可能エネルギー設備が円滑に送電網に接続されるよう、再生可能エネルギー
設備の送電網への接続義務づけを確実に実施すべきです。なお、送電網の広域
的な運用によって風力・太陽光の変動を吸収できるようにすることや、再生可
能エネルギー設備の導入に関する規制緩和をさらに進めることも重要です。
（3）　 再生可能エネルギー熱の導入促進の制度化を進めるべき（熱証書、建物
への義務づけ、都市計画での扱いなど）
　再生可能エネルギー特別措置法は、電気と熱という二種類の再生可能エネル
ギーのうち、電気のみを促進対象としています。本研究で明らかになったよう
に、再生可能エネルギー熱利用は、日本の再生可能エネルギー供給の 2割程
度を占めており、そのポテンシャルも大きいと考えます。このため、再生可能
エネルギー熱の導入に向けて、供給側の政策と需要側の政策の双方で政策を実
施すべきです。供給側の政策としては、化石燃料によるエネルギー供給を行う
事業者に対して、供給量の一定割合の再生可能エネルギー熱証書の購入を求め
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る制度などを検討すべきです。需要側の政策としては、建物の建築主に対して
エネルギー需要の一定割合を太陽光、太陽熱、地中熱、バイオマス熱といった
再生可能エネルギーで賄うよう設計することを義務づけることや、都市計画・
まちづくりの中で再生可能エネルギーによる熱供給を念頭に置いた管路の敷設
を検討することを促進することなどを進めるべきです。
（4）　 市区町村の再生可能エネルギー政策を立ち上げるべき（地域エネルギー
事務所、地方債、交付金など）
　地域のエネルギー資源は地域においてまず活用を図っていくべきです。地域
の風土に応じた再生可能エネルギーが適切に選択され、再生可能エネルギー設
備の設置に伴う環境影響を事前に可能な限り回避・低減できるよう、基礎自治
体である市区町村が、エネルギー自治の考え方に基づき、主体的に再生可能エ
ネルギーの導入に関する施策を実施することが必要です。都道府県・国は、基
礎自治体の果たすべき役割を認識し、この動きをバックアップすべきです。ま
ず、市区町村のノウハウ不足を補うため、都道府県のブロックごとに地域エ
ネルギー事務所（再生可能エネルギーパートナーシッププラザ）を置き、関連
NPOが運営に参画し、業者情報、技術情報、支援情報など各種情報を集める
仕組みが有用です。また、地域資本が参加して再生可能エネルギーの導入が進
められるように、再生可能エネルギーに関する地方債を基礎自治体が発行でき
るようにして、国が元利償還交付金を支出する仕組みを検討すべきです。さら
に、国は、原子力発電所の新規立地のために用意していたエネルギー特別会計
の予算を、再生可能エネルギー交付金として、再生可能エネルギー供給量に応
じて自治体に交付する仕組みを導入すべきです。自治体での、地域主体の再生
可能エネルギー導入を後押しする基本条例やガイドラインなどの策定が進むよ
うにすることや、ゾーニングなどの土地の利用に関する計画の策定を後押しす
ることも重要です。
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（5）　 非常時のコミュニティ電源として再生可能エネルギーを活用できるよう
にすべき
　今回の震災の際にも、地熱発電や風力発電が稼働していてもその電力を地域
で使えず、エネルギー永続地帯であっても停電が起こってしまいました。再生
可能エネルギーを「コミュニティ電源」として認識し、非常時には地域で生み
出された電力を地域で活用できるように制度を見直していくことが必要です。
また、震災復興のまちづくりの中での再生可能エネルギーの導入をすすめるこ
とも重要です。
（6）　再生可能エネルギーに関する統計整備を進めるべき
　再生可能エネルギー供給に関する基礎データの整備が不十分です。国際的に
提案されている再生可能エネルギーのデータベースフレームワークに沿って、
再生可能エネルギーの統計情報を国として整備し、太陽光・熱、小水力、バイ
オマス、風力、地熱などの一定以上の再生可能エネルギーについて、施設ごと
のデータベース（供給容量、実供給量、位置）が更新されるようにすべきです。
さらに、国民の負担によって維持されている固定価格買取制度を運用する電気
事業者は、その運用に関する情報開示責任を有するはずです。永続地帯の試算
に当たって、市町村別の買取実績について情報開示をもとめたところ、情報開
示に応じたのはわずかに 1社のみでした。地方自治体では補助金制度の対象
となった設備についての情報は保有していますが、今後、固定価格買取制度で
大量に設備が導入されていく場合、電力会社が情報を開示しないと、各地にど
れだけ設備が入ったかを把握する方策がなくなってしまいます。電気事業者に
たいして、電力需給データを市町村別に開示することを義務づけるべきです。
＊本稿は 2012年 10月 13日に開催された「永続地帯ワークショップ」の内容を整理
して作成したものである。（公共研究編集委員会）
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